
小売等役務商標制度のお知らせ
～小売業者・卸売業者の方々へ～

平成 19 年 4月 1日から小売等役務商標制度がスタートします。
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メリット 1

メリット 2

鈴木商店

　これまで商品商標を取られていた方でも、値札、折込みチラシ等に表示す
る商標を保護できました。
　小売等役務商標によりこれらに加えて、これまで商品商標の保護が及ば
なかったショッピングカートや店員の制服等に使用している商標も保護
できるようになります。

　商品商標を取得する場合、取り扱う商品が多種類の商品分野に及ぶと、登
録のための手続費用が高額になっていました。　
　しかし、小売等役務商標として登録する場合は、「小売サービス」として一
つの分野で商標権の取得をすることができるため、より低廉に権利を取得
することができます。

「鈴木商会」、「田中商店」、「三河屋」のように多くの事業者
が使用している店名等は登録されません。
　仮に、小売等役務商標が他人に登録された場合であっても、
平成 19年 4月 1日より前から使っ
てこられた商標なら従来の範囲内で
使い続けることができます。

うちの店の名前が登録されたらどうしよう！

サービスマークとして保護され ます



？
？

？

Ｑ 1Ｑ 1 小売等役務商標制度とはどのようなものですか。

Ａ1 　小売等役務商標制度とは、小売業者又は卸売業者（以下、「小売業者等」と表します。）
が店舗の看板、店員の制服、ショッピングカート等に使用する商標を含め、小売業者等が使
用する商標をサービスマーク（役務商標）として保護する制度であり、既に、欧米をはじめ
とした多くの国々で採用されている制度です。

Ｑ 2 小売等役務商標制度のメリットは何でしょうか。

Ａ2 　小売業者等が使用する商標は、従来、商品商標として取り扱う商品についての
商標登録を行うことによって保護されていました。このため、商品に付ける値札
や折込みチラシ等に表示する商標は保護されていましたが、ショッピングカート、
店員の制服等に表示する商標は保護されていませんでした。さらに、取り扱う商
品が多種類の商品分野に及ぶ場合は、商標権の取得をする際に、多くの分野で登
録をしなければならず、登録のための手続費用が高額になっていました。
　しかし、今回の小売等役務商標制度の導入により、従来の商品商標でも保護さ
れていた値札、折込みチラシ等に加え、ショッピングカート、買い物かごや店員
の制服等に表示する商標も包括的に保護されることとなります。
　また、小売等役務商標として登録する場合は、どのような商品を取り扱う小売
業者等であっても、「小売サービス」という一つの分野で商標権の取得をするこ
とができるため、より低廉に権利を取得することができます。
　手数料については、Ｑ 11 をご覧ください。

Ｑ 2

Ａ1

Ｑ 3Ｑ 3 小売等役務商標制度は、どのような業種を対象としているのですか。

Ａ3Ａ3 　衣料品店、八百屋、肉屋、酒屋、眼鏡屋、本屋、家具屋、家電量販店、飲食料
品スーパー、コンビニエンスストア、ホームセンター、百貨店、卸問屋等のあらゆる小売
業、卸売業が対象となります。
　また、カタログ、テレビやインターネットを利用した通信販売も対象となります。

Ａ2



Ａ5Ａ5 　そもそも「鈴木商会」、「田中商店」、「三河屋」のように多くの事業者が使用している店名等は登
録されません（ただし、特定の事業者の商標として全国的に有名になっていれば登録できる可能性
があります。）。また、自己の会社の商号と同じ名称を他人が登録することもできません。特許庁では
小売等役務商標の審査において、これらに該当するか否かを慎重に調査のうえ行います。�
　仮に、他人に登録された場合であっても、改正法の施行（平成19年4月1日）前から使ってこられた
商標ならその範囲内で従来通り使い続けることができます。
　なお、引き続き商標の使用ができる場合であっても、その商標登録の権利者から、需要者が混同
することを避けるために、例えば、営業地名等を付すなどして区別して欲しいと求められることがあり
得ます。この場合は当事者間で話し合って頂くことになります。

Ｑ 5Ｑ 5
自分が使用している小売等役務商標が他人によって登録された場合、その
商標は使えなくなるのですか。

Ａ6Ａ6 　店名が多数の事業者によって使用されている場合であっても、図形で他人の商標と区別すること
ができれば、店名と図形が一緒になった商標は登録することができます。
　この場合、その他の方々は、これまでにお使いになっている商標を使い続けることはできますが、他
人が登録した図形付きの商標と混同を生ずるような商標に変えると商標権侵害となります。

Ｑ 6Ｑ 6
店名が多くの事業者により使用されているものであっても、店名に図形を
付ければ登録となりますか。

Ｑ 4Ｑ 4 小売等役務商標とは、どのように使われるものをいうのですか。

Ａ4Ａ4 　小売業者等が、取扱い商品の値札、折込みチラシ、価格表、レシート、ショッピングカート、買い物
かご、陳列棚、会計用レジスター、店舗の看板、店舗内の売り場の案内板、店舗内の売り場の名称、
店員の制服・名札、レジ袋、包装紙等に表示する商標をいいます。また、テレビ広告、インターネット
における広告などに表示する商標も含まれます。



Ａ7Ａ7 　小売等役務商標制度の導入により商品商標と小売等役務商標の双方を登録しなければならな
いことはありません。ただし、商品商標の権利ではなく小売等役務商標の権利を取得すれば、より手
厚い保護を受けることができるメリットがあります（Ｑ2を参照してください。）。なお、小売等役務商標
の登録をしなくても、施行前から使用している小売等役務商標は現状の範囲で継続して使用できま
す（Ｑ4、Ｑ5を参照してください。）。
　なお、貴方が商品の製造をしていたり、プライベートブランドを管理しているのであれば、値札、タグ
等に止まらず、商品そのものに商標を刻印、印刷、あるいは縫い込もうとされるかもしれません。このよ
うに使用する商標を保護したいのであれば、商品商標の登録を維持されるとよいでしょう。

Ｑ 7Ｑ 7
小売業を営んでおり、商品商標の登録をもっていますが、小売等役務商標
の権利も取得しなければならないでしょうか。

Ａ8Ａ8 　一般に、小売業者等の方であれば、小売等役務商標の商標権を取得する方が、Ｑ2で述べたよう
なメリットがあります。
　なお、商品の生産及び販売を行う事業者の方は、商品商標を取得することにより、商品そのものに
生産段階で刻印、印刷等された商標についても、商品の流通段階において、その商品が貴方の製
品であることを示すものとして保護されるメリットがあります。

Ｑ 8Ｑ 8
商標権は所有していませんが、今後、商品商標か小売等役務商標の権利の
いずれを取得すべきでしょうか。

Ｑ 9Ｑ 9 小売等役務商標の出願は、早い者勝ちで登録されるのですか。

Ａ9Ａ9 　平成19年4月1日から6月30日の間に出願された複数の小売等役務商標が競合（商標と小売等役
務のそれぞれが同じか似たもの）した場合は、同じ日に出願されたものとして扱い、出願人の方 に々
協議をお願いし、協議で定めた一の出願のみが登録されます。しかし、協議が整わなかった場合に
は、以下のとおりになります。

　ただし、いずれの場合にも、他人が商品商標の登録を先にしていたときは、同一又は類似の小売
等役務商標は、登録できません。また、多くの事業者が使用している商標等も、原則として登録できま
せん（Ｑ5を参照してください。）。

（1）競合している商標が施行前から使用していた商標と施行前には未使用である商標の場合には、
施行前から使用していた商標のみが登録されます。

（2）競合しているいずれの商標も施行前から使用していた商標である場合は、消費者に混同を与え
ることがないと判断されれば、複数の商標が登録されます。

（3）競合しているいずれの商標も施行前には未使用の商標である場合には、くじにより登録する商
標を決めることとなります。



Q&A

Ａ10Ａ10　特許庁では、小売等役務商標の出願について、登録することができるか否かを慎重に審
査した上で登録の可否を判断します。
　まず、自分の商標が登録又は出願されていなくても、その商標が複数県程度の範囲で一
定の周知度を得ている場合には、これと混同を生じるおそれがある商標を他人が小売等役
務商標として登録することは認められません。
　また、他人の会社の名称と同じ商標や「鈴木商会」、「田中商店」、「三河屋」のように多く
の事業者が使用している店名なども原則として（Ｑ5を参照してください。）登録されません。
　仮に、他人の商標登録が認められた場合、登録公報の発行後2月以内であれば、登録を
取り消すための異議申立をすることができます。さらに、登録後5年以内であるならば、登録を
無効にするための無効審判を請求することもできます。加えて、出願された小売等役務商標
は公表されていますので、登録が不適切と思われれば、特許庁に情報を提供してください。
審査の際に考慮します。
　これらによって、登録の要件を満たさない商標登録を取り消したり、回避したりすることがで
きます。これら手続の手数料はＱ11を参照してください。
　なお、他人に小売等役務商標を登録された場合に引き続き使用することができるかについ
ては、Ｑ5を参照してください。
　（注）出願された商標や登録商標を商標名等で検索することができます。
　詳細については、特許電子図書館（http：//www.ipdl.ncipi.go.jp/homepg.ipdl）をご覧
ください。
　※上記URLは、3月26日より「http://ipdl.inpit.go.jp」に変わります。

Ｑ 10Ｑ 10
自分が使用している小売等役務商標を他人が登録した場合、その商
標登録に対してどのような対応が可能ですか。

Ｑ 11Ｑ 11 小売等役務商標に関する手数料はいくらですか。

Ａ11Ａ 11手数料は以下のようになります（以下の料金は1区分の場合）。
1）出願料　 　　  　　 21,000円
なお、書面で出願する場合には、別途1,200円＋（700円×書面の枚数）が必要になります。
2）登録料 　　　　　  66,000円
3）更新料　　　　　  151,000円
4）登録異議申立　 　　11,000円
5）無効審判請求　　　 55,000円
6）情報提供　　　　　　 無料



小売等役務商標制度について、詳しく知りたい方はこちら
特許庁ホームページ
http://www.jpo.go.jp/indexj.htm

特許庁審査業務部商標課
　小売等役務商標制度相談窓口
　　電話 03-3581-1101 内線 2806・2807
　　E-mai l: PA1T80@jpo.go.jp

問い合わせ先

　以下においても「特別相談窓口」を設けておりますのでご利用下さい。
●全国9カ所の経済産業局等

●（独）工業所有権情報館・研修館（http://www.ncipi .go.jp/）

●全国47カ所の（社）発明協会（http://www.hirameki.j i i i .or.jp/）

北海道経済産業局特許室　電話 011-747-8252　東北経済産業局特許室　電話 022-223-9730 
関東経済産業局特許室　　電話 048-600-0319　中部経済産業局特許室　電話 052-223-6604
近畿経済産業局特許室　　電話 06-6772-5004　中国経済産業局特許室　電話 082-224-5625
四国経済産業局特許室　　電話 087-869-3790　九州経済産業局特許室　電話 092-481-2468
沖縄総合事務局特許室　　電話 098-867-3293

　　※上記 URL は、3 月 26 日より「http://www.ipd l.inpit.go.jp」に変わります。
　　電話 03-3581-1101 内線 2121 ～ 2123   E-mai l: PA8102@inpit.jpo.go.jp

平成 19 年 3 月発行


